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環境影響評価法及び府環境影響評価条例改正の概要

・

・

制度を巡る状況変化・課題 法改正事項 条例改正事項

補助金が交付金化されることに

より、これまで対象だった事業

が対象外となる可能性

風力発電事業の大幅な増加、騒

音等への苦情・鳥類への被害

（自主アセスでは住民参加が不

十分との指摘）

・ 事業実施段階では枠組が全て決

定されていて、柔軟な環境保全

の視点が困難な場合がある

(例えば、より有効な生物多様性

保全策が選択される可能性が低

くなるとの指摘)

戦略的環境アセスメント

対象事業

方法書・準備書段階

・ 事業の許認可権者が地方自治体

の場合、環境大臣の意見提出の

仕組みがない（例えば公有水面

埋立事業で、アセスが不十分と

の指摘）

評価書段階

・ 報告・公表の仕組みがなく、事

後調査等の状況を住民や行政が

確認できない

(例えば、移植の失敗等が確認で

きず、生物多様性保全が確保で

きないとの指摘)

事後調査

◎交付金事業を対象事業に追加

○規則改正（H24.10. 1施行）

風力発電事業の追加
第１種事業 1,500kW以上

（政令改正）
風力発電事業を追加

第１種事業 10,000kW以上
第２種事業 7,500kW以上

◎条例改正（今回検討開始）

戦略的環境アセスメントの
手続の新設

◎戦略的環境アセスメントの手
続の新設

事業の位置、規模等の検討段

階で環境影響評価を実施

◎条例改正（H24. 4. 1施行）

・方法書段階における説明会の

開催

・方法書及び評価書の要約書の

作成を義務化

・インターネット公表の義務化

（法アセス関係）

・市長が直接意見を述べる場合

の知事意見作成手続の整理

◎方法書段階における説明会の
開催及び要約書作成を義務化

◎評価項目等の選定段階におけ
る環境大臣の技術的助言

◎事後調査等に係る手続の具体
化
評価書に盛り込まれた事項

等に関する事業実施中の調

査・措置等の公表等

◎条例改正（H25. 4. 1施行）

（法アセス関係）

条例に規定する法事業に係る

事後調査手続との整理

工事中：法事後調査

供用後：条例事後調査

◎許認可権者が地方自治体であ
る場合の環境大臣助言手続の

創設

法改正の概要

○ 法施行後１０年が経過し、社会状況の変化や法及び条例の運用実態から明らかになった課題に対応
するため、法及び政省令が改正され、条例及び規則についても法改正事項を踏まえ、府環境審議会の
答申を受け、平成２３年度中に第１次の改正を実施。

○ 戦略的環境アセスメントについては、法と条例の対象事業の違い等を踏まえ、継続審議とし、平成

２４年度に審議を再開。

◎インターネット公表の義務化
◎政令で定める市から事業者へ

の直接の意見提出

（改正前：市長→知事→事業者）

・

・

・

・

方法書の分量が多く、専門的

（例えば、コミュニケーション

不足との指摘）

方法書段階で環境大臣の意見提

出の仕組みがない

行政手続電子化の進展

地方分権の進展、都道府県も市

も条例を有する場合に審査スケ

ジュールが困難
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環境アセスメント⼿続概略 フロー図

法（改正後） 府条例（現⾏） ⼿続きの概要

事業計画の検討 事業計画の検討
戦 （位置・規模等）
略 複数案絞込
的 【法】
ア 主務⼤⾂・環境⼤⾂が意⾒
セ 配慮書⼿続 今回審議事項 ※ ⼀般及び⾃治体の意⾒聴取は、
ス 事業者の努⼒義務

意⾒等反映

事業計画（単⼀案） 事業計画（単⼀案）
評価⼿法等の検討 評価⼿法等の検討

事 【法・条例共通】⽅法書＋要約書
業 公告・縦覧・インターネット公表
ア ⽅法書⼿続 ⽅法書⼿続 説明会、住⺠意⾒
セ 市町村⻑意⾒
ス ⼿法等の決定 ⼿法等の決定 知事意⾒（専門委諮問）

環境影響評価 環境影響評価
（調査・予測・評価） （調査・予測・評価）

取りまとめ 取りまとめ
【法・条例共通】準備書＋要約書
公告・縦覧・インターネット公表

準備書⼿続 準備書⼿続 説明会、住⺠意⾒・公聴会
市町村⻑意⾒

意⾒等反映 意⾒等反映 知事意⾒（専門委諮問）

準備書修正 準備書修正 評価書＋要約書（法は従来から）
法は、許認可権者・環境⼤⾂が意⾒

評価書⼿続 評価書⼿続 条例は、公告・縦覧・インターネット公表のみ
（必要な場合、措置要請可能）

事業計画の決定 事業計画の決定
事 （許認可等） （許認可等）
後
調 工事の実施 工事の実施 法は、工事中のみ対象
査 事 事 許認可権者・環境⼤⾂が意⾒

報告書⼿続 後 （中間報告） 後 ※ 条例で府及び市にも提出
（条例で府等にも提出） 調 調 （知事は、措置要請が可能）

査 査
施設等の供用 施設等の供用

条例は、工事中・供用後とも対象
（法対象事業は、供用後部分上乗せ）

事後調査報告書 事後調査報告書 公告・縦覧
（条例） （必要な場合、措置要請可能）

公開される図書。太線は住⺠意⾒機会あり、破線はなし⼜は義務付けなし。
事業者が⾏う⼿続等 法及び条例改正事項
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戦略的環境アセスメント（ＳＥＡ）の概要

【概要】
個別の事業実施に先⽴つ個別の事業の計画・実施に枠組みを与えることになる計画（上位

計画）や政策を対象とする環境アセスメント。
早い段階からより広範な環境配慮を⾏うことが可能。
欧⽶では、⾏政機関による法律・条例・計画段階においてＳＥＡを実施し、政策レベルか

ら事業実施に⾄るまでの各段階で環境配慮を⾏う制度となっている。
一方、改正環境影響評価法では、上位計画のうち、事業の位置・規模等の検討段階のもの

を対象としている。

広義のＳＥＡの対象（欧米） ⼤ 概略

政策（Policy） ●様々な施策の中で、個々の計画や事業の方向性を
⽰す段階（例：条約、法律、条例）

計画（Plan） ●政策目標の達成に向け、個々の事業を位置づける 環 環
計画（例：河川整備計画、循環型社会推進計画） 境 境

配 影
改正法のＳＥＡ（配慮書手続）の対象 慮 響

の 予
事業計画（Program） ●どこで、どのように事業を実施するかの検討段階 検 測

討 の
の 精
幅 度

改正前の法及び条例の対象（事業アセス（EIA））
事業の位置、規模等は決定済み

各事業の実施段階 （課題）環境上問題が明らかになった場合でも
柔軟な措置はとり難い。 小 詳細

事業の実施

【配慮書手続のメリット】
・ 早期からの事業者による環境への配慮
・ 原則として複数案の比較評価を実施 → 重⼤な環境影響を回避
・ 事業計画の⽴案過程の透明性の確保
・ 事業計画の⽴案過程での住⺠、⾃治体等からの意⾒の反映
・ 検討結果の事業アセスへの活⽤（ティアリング）→ 留意すべき環境要素の洗い出し
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【①複数案の立案】
複数案（例：道路事業）

①－１案
　既存道路の地下を通す案

①－２案
　既存道路の上に高架を建設する案

②案
　山地にトンネルを通す案

③案
　事業を実施しない案（既存道路の改修等）

【②調査・予測・評価及び環境保全対策の検討】

既存資料・文献、専門家への意見聴取等により調査、予測を実施。各案を比較検討。
結果を取りまとめ、事業者案を決定し、必要な環境保全措置を検討。

※　○：影響が小さい　×：影響が大きい　△：中間

【③住民、自治体、大臣意見の聴取】

意見を踏まえ、評価結果、環境保全措置等を修正。

【④事業計画案の決定】（従来、計画が初めて明らかになる段階）

社会面、経済面の評価も踏まえ、事業計画を決定。
従来の詳細な事業アセスを実施。

戦略的環境アセスメント手続のイメージ図

総合評価 ①－１案を採用する。（理由　…　）

騒音 ○ × ○ ×

環境保全対策 地下部の自動車排気ガスの放出口については、…

①－１案
地下

①－２案
高架

②案
山地

③案
既存道路改修

△ ○ ×

△ ○ × ○

○ × ○

○ × ○ △

水質（地下水）

動植物

景観

環
境
面 ○

△

　　　　　　　案
評価指標

大気質

都

市

部

山

地

始点

終点

①－１

②

①－２

既

存

道

路
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導入済（全事業必須） 3 愛知県、島根県、沖縄県
導入済（公共事業のみ） 1 東京都
導入済（事業者の任意） 1 茨城県
検討中 25
直ちに導入しない 15
要綱（公共事業のみ） 2 群馬県、埼玉県

47

・ 半数以上の都道府県が検討中、15府県は直ちに導⼊することを⾒送り。
・ ⼀部の都府県は、公共事業のみを対象⼜は任意の制度とし、⺠間事業を対象から除外。
  （参考）
      東京都（条例）、群⾺県、埼⽟県（要綱） 公共事業のみ
      茨城県（条例）             事業者の任意（「できる」）規定

・ 導⼊済み及び検討中の都道府県の半数以上が未定。⼀部の都道府県は、法施⾏（H25.4.1）
 より遅らせる予定。

他府県の検討状況

施⾏予定時期について

8月31日現在

導入済

（全事業必須）

3県 7% 導入済

（公共事業）

1都 2%

導入済（任意）

1県 2%

検討中

25道府県 53%

直ちに導入しない

15府県 32%

要綱（公共事業）

2県 4%
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　法及び条例対象事業⼀覧
法第一種事業 法第二種事業 条例第一種事業（※） 条例第二種事業

（法アセス必須） （必要性判断） （条例アセス必須） （必要性判断）
1 道路

⾼速⾃動⾞国道 全て
⾸都⾼速道路等 4⾞線以上のもの

(1) 一般国道等 4⾞線・10km以上 4⾞線・7.5km以上 同左 4⾞線・5km以上
(2) 林道 幅員 6.5m・20km以上 幅員 6.5m・15km以上 同左 幅員 6.5m・10km以上
(3) 特定地域林道 幅員 5m以上・10km以上
(4) その他の道路 4⾞線・7.5km以上 4⾞線・5km以上

2 ダム等
(1) ダム 貯水面積 100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上
(2) 堰 湛水面積 100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上
(3) 放水路 土地改変面積 100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

3 鉄道
新幹線鉄道 全て

(1) 普通鉄道 ⻑さ 10km以上 7.5km以上 同左 5km以上
(2) 新設軌道 ⻑さ 10km以上 7.5km以上 同左 5km以上

4 ⾶⾏場
滑⾛路⻑さ2,500m以上 1,875m以上 同左 1,400m以上

5 発電所
(1) 水⼒発電所 出⼒ 30,000kW以上 22,500kW以上 同左 16,500kW以上
(2) ⽕⼒発電所 出⼒ 150,000kW以上 112,500kW以上 同左 84,000kW以上

地熱発電所 出⼒ 10,000kW以上 7,500kW以上
原⼦⼒発電所 全て
風⼒発電所 出⼒ 10,000kW以上 7,500kW以上 1,500kW以上

6 廃棄物処理施設
最終処分場 埋⽴処分場所面積 30ha以上 25ha以上 5ha以上
廃棄物焼却施設 処理能⼒ 4t/時間以上
し尿処理施設 処理能⼒ 100kl/⽇以上

7 水面の埋⽴て及び⼲拓
50ha超 40ha以上 同左 30ha以上

8 土地区画整理事業
100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

9 新住宅市街地開発事業
100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

10 工業団地の造成事業
100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

11 新都市基盤整備事業
100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

12 流通業務団地造成事業
100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

13 住宅団地の造成事業
100ha以上 75ha以上 同左 50ha以上

14 工場又は事業場の設置
最⼤燃料使⽤量 15kl/h以上 10kl/h以上
平均排出⽔量 10,000㎥/⽇ 7,500㎥/⽇

15 農⽤地の造成
75ha以上 50ha以上

16 レクリエーション施設⽤地の造成
75ha以上 50ha以上

17 2以上の事業が併せて⼀の事業として⾏われるもの
75ha以上 50ha以上

※ 条例第一種事業＝ 法第二種事業規模の事業は、配慮書段階においては法判定前であるため、条例第一種事業から除かれる。
網掛け・太字　＝ 法第二種事業規模以下への裾下げ事業及び横出し事業（配慮書段階では、当該事業のみが条例第一種事業）
特定地域林道　＝ 自然公園法、森林法、京都府環境を守り育てる条例等により指定等されている地域を通過する林道

事業の種類・内容
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法配慮書フロー図
（具体的な⼿続の内容は、事業種ごとに主務省令で規定）

法第一種事業 法第二種事業 （概要）

事業者による ● 第二種事業（事業ごとに
法配慮書⼿続を ＥＩＡの要否を判定する事
⾏う旨の通知 業）は、「できる」規定

有 （法第３条の１０） 無

● 方法書に相当する⼿続なし

複数案の検討（原則として） ● 既存資料を基本とした調
査・予測・評価

● 複数案の比較検討

法配慮書案 （※） ● 評価結果の事業者案
ＥＩＡでの準備書相当

住⺠意⾒ （必須ではない。）

⾃治体意⾒

法配慮書 ● 住⺠・⾃治体意⾒を踏ま
えた修正案
ＥＩＡでの評価書相当

主 環
務 境
大 大
臣 臣

事業計画の決定

法判定⼿続

要 不要
法方法書 ● 配慮書検討事項は方法書に

反映される

以下法ＥＩＡ⼿続 ⼿続終了（条例ＥＩＡ⼿続へ）

（※） 法配慮書⼿続では、住⺠意⾒及び⾃治体の意⾒聴取は、法第３条の７により努⼒義務とされており、聴取の
タイミングは「配慮書又は配慮書の案」とされている。
基本的事項において、可能な限り、複数の段階で、「配慮書の案」について、一般の意⾒を求めた後、関係

地方公共団体の⻑からの意⾒を求めるものとされている。
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条例ＳＥＡの検討事項（例⽰）

① ＳＥＡの導入及びその段階
・ 政策、上位計画
・ 位置、規模等選定段階 ＝ 法配慮書手続
・ 導入しない

② 対象事業
【規模】

・ 法第２種事業 ＝ 法配慮書手続（できる規定）→実施しない場合
・ 条例第１種事業 ＝ ＳＥＡ段階では、横出し、裾下げ事業のみ
・ 条例第２種事業
・ 条例第２種事業未満

【事業実施主体】（自治体によっては、公共事業のみを対象）
・ 公共事業 … パブリック・インボルブメント手続等との関係
・ ⺠間事業 … 計画策定段階での情報開⽰の可否等

③ 調査・予測・評価の内容
（法配慮書手続の概要）
・ 原則として、複数案の比較・検討。
・ 現実的である場合は、事業を実施しない案を複数案に含めるよう努める。
・ 既存資料による調査を基本とし、専門家への意⾒聴取、必要に応じ現地調査を⾏
うこととされている。

・ 予測は、可能な限り定量的に⾏う。
・ 評価は、環境⾯からのみについて⾏い、各案について、環境項目ごとに比較する
ことによる。（経済⾯、社会⾯を含む最終的な決定は、事業者）

④ 手続の内容
【手続の流れ】

・ EIAでの⽅法書相当（評価⽅法）＝法配慮書では不要
・ EIAでの準備書相当（暫定結果）＝法配慮書では努⼒義務（⼀般・自治体意⾒）
・ EIAでの評価書相当（評価結果）＝法配慮書では義務（⼤⾂意⾒）

【第三者の意⾒聴取】
・ 住⺠意⾒聴取
・ 市町村⻑意⾒聴取
・ 専門委員会の意⾒聴取
・ 知事意⾒

【手続の詳細】
・ 説明会の開催
・ 要約書の作成
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戦略的環境アセスメント事例（⽔垂地区運動公園（京都市））

環境部局との事前協議
↓

環境部局への環境配慮報告書案の提出（※）
環境局⻑意⾒

↓
H20.4 環境部局への環境配慮報告書の提出

環境部局が公告・縦覧

※ 本事業は、⼩規模事業であるため、住⺠意⾒の募集は⾏われず、有
識者（審査会）への意⾒聴取は「できる」規定である。
より⼤規模な条例ＥＩＡ対象事業については、報告書案に対し住⺠

意⾒⼿続及び審査会への意⾒聴取が⾏われる。

【複数案の概要】
○ 廃棄物処分場跡地（約15ha）を運動公園として整備する事業
○ ３案（スポーツ施設主体、レクリエーション施設主体、バランス案）

【評価指標】
○ 次の項目について、３案に◎、○及び△を付し、比較検討。

評価の視点 具体的指標
環境面 公園の存在 ⼤気質（砂ぼこりの発生－グラウンドの面積）、

景観、触れ合い活動の場（緑地面積・構成）
公園の利⽤ 騒⾳（グラウンド等と近隣住居の距離）
駐⾞場の利⽤ ⼤気質、騒⾳、地球温暖化（利⽤台数予測）
施設利⽤⾞両の ⼤気質、騒⾳、振動、地球温暖化、地域交通
⾛⾏等 （利⽤台数予測）
緑地創出 市条例の評価項目（緑地面積・構成）

経済面 建設費 グラウンド整備等で費⽤が高くなる
維持管理費 施設のメンテ、樹⽊の伐採等の費⽤を勘案

社会面 目的の適合性、 スポーツ⼤会の開催の可否、市⺠の憩いの場としての視
達成性 点及び多様なニーズへの対応の可否等を比較。

【環境局⻑意⾒】
○ 複数案設定、環境要素の抽出、環境面の調査・予測・評価結果について妥当と判断。
○ 環境配慮内容について、環境面から意⾒。
○ 経済面及び社会面の評価については、意⾒を述べていない。
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（２）予測及び評価結果 

各案の比較による予測，評価の結果を以下に示す。 

ア 存在 

（ア）「公園施設の存在」 

環境 
要素 

指  標 案１ 案２ 案３ 

多目的グラウンドの
面 積 が 最 も 大 き く
（3.08ha（２面）），Ｅ１
地区までの距離も近い
ため，Ｅ１地区への砂埃
の影響が懸念される。 

多目的グラウンドの
面積は案１に比べて小
さく（1.92ha（１面）），
Ｅ１地区までの距離も
遠いため，Ｅ１地区への
砂埃の影響は小さいと
考えられる。 

多目的グラウンドの
面積は，最も小さく
（1.54ha（１面））Ｅ１
地区までの距離も案２
と同程度で遠いため，Ｅ
１地区への砂埃の影響
は最も小さいと考えら
れる。 

大気質 
（砂埃） 

・多目的グラウンド
の面積 

・多目的グラウンド
からＥ１地区住
居までの距離 

△ ○ ◎ 
スポーツ施設が主体
のため，緑地は最も小さ
く，構成も単調であり，
景観上の変化は小さく
なる。 

緑地面積が案１に比
べて大きく，また樹林地
も豊富であり，多様性も
高く，変化のある景観が
形成される。 

緑地面積は３案の中
で最も大きいが，案２に
比べると樹林地が少な
く若干単調となるが，変
化のある景観が形成さ
れる。 

景観 
・緑地面積 
・緑地の構成 

△ ○ ○ 
スポーツ施設が主体
のため，緑地は最も小さ
く，樹林地も少ないこと
から，３案の中では散策
等の利用には最も対応
していない。 

緑地面積が案１に比
べて大きく，また樹林地
も豊富であり，多様性も
高く散策等の利用に対
応している。 

緑地面積は３案の中
で最も大きく，案２に比
べると樹林地は少なく
若干単調となるが，散策
等の利用にも対応して
いる。 

触れ合
い活動
の場 

・緑地面積 
・緑地の構成 

△ ○ ○ 

 

（イ）「緑地の整備」 

環境 
要素 

指  標 案１ 案２ 案３ 

スポーツ施設が主体
のため，緑地は最も小さ
い。 

緑地面積が案１に比
べて大きく，また樹林地
も豊富であり，多様性も
高い。 

緑地面積は３案の中
で最も大きいが，案２に
比べると樹林地が少な
く若干単調となる。 

緑地 
創出 

・緑地面積 
・緑地の構成 

△ ○ ○ 

 

ア 供用 

（ア）「公園施設の利用」 

環境 
要素 

指  標 案１ 案２ 案３ 

多目的グラウンドが
２面あり，サッカー，野
球などのスポーツ利用
者が多く，Ｅ１地区まで
の距離も近いため，Ｅ１
地区への歓声などによ
る影響が懸念される。 

多目的グラウンドが
１面でありスポーツ利
用者は少なく，Ｅ１地区
までの距離も遠いため，
Ｅ１地区への歓声など
による影響は小さいと
考えられる。 

多目的グラウンドが
１面であり，Ｅ１地区ま
での距離も遠いが，グラ
ウンドゴルフ場が案２
に比べてＥ１地区に近
い位置にあり，Ｅ１地区
への歓声などによる影
響は案２より若干大き
めになると考えられる。

騒音 

・利用者数 
・多目的グラウンド
の面積 

・多目的グラウンド
からＥ１地区住
居までの距離 

・グラウンドゴルフ
コースからＥ１
地区住居までの
距離 △ ◎ ○ 

 

凡例 ◎：他の案と比べて優れている 
○：他の案と同じまたはほとんど差がない 
△：他の案と比べて劣っている 
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（イ）「駐車場の利用」 

環境 
要素 

指  標 案１ 案２ 案３ 

大気質 

騒音 

駐車場を利用する台
数が３案の中では最も
多く（608台/日），駐車
場でのアイドリングな
どによる，大気汚染物質
の発生，騒音の発生，二
酸化炭素の発生などの
影響がやや大きめにな
ると考えられる。 

駐車場を利用する台
数は最も少なく（528台/
日），駐車場でのアイド
リングなどによる，大気
汚染物質の発生，騒音の
発生，二酸化炭素の発生
などの影響は小さいと
考えられる。 

駐車場を利用する台
数は案１と案２の中間
（572台/日）であり，影
響も中程度であると考
えられる。 

地球 
温暖化 

・駐車場利用台数 

△ ◎ ○ 

 

（ウ）「施設利用車両の走行等」 

環境 
要素 

指  標 案１ 案２ 案３ 

大気質 

騒音 

振動 

地球 
温暖化 

利用者の自動車台数
が最も多く（608台/日）
３案の中では大気汚染
物質の発生，騒音・振動
の発生，二酸化炭素の発
生，交通混雑の発生など
道路沿道及び道路への
影響がやや大きめにな
ると考えられる。 

利用者の自動車台数
が最も少なく（528台/
日），大気汚染物質の発
生，騒音・振動の発生，
二酸化炭素の発生，交通
混雑の発生など道路沿
道及び道路への影響は
小さいと考えられる。 

利用者の自動車台数
が案１と案２の中間
（572台/日）であり，道
路沿道及び道路への影
響も中程度であると考
えられる。 

地域 
交通 

・来園自家用車台数 

△ ◎ ○ 

 

凡例 ◎：他の案と比べて優れている 
○：他の案と同じまたはほとんど差がない 
△：他の案と比べて劣っている 
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６ 経済，社会面の比較 

（１）経済面の比較 

本計画の建設費と維持管理費を指標として各案の経済面を比較する。比較の結果を表６－１

に示す。 

 

表６－１ 経済面の比較 

指  標 案１ 案２ 案３ 

３つの案の中では，多目的
グラウンドが多いため，建設
費的には最も高くなる案で
ある。 

３つの案の中では，施設整
備工や造成工が最も少ない
ため，建設費的には最も安く
なる案である。 

３つの案の中では中間的
な建設費となる案である。 

建設費 

△ ○ △ 
スポーツ施設が多いこと
からメンテナンスなどの維
持管理費が最もかかると考
えられる。 
また駐車場についても分
散配置しているため，維持管
理費が高くなると考えられ
る。 

維持管理としては，スポー
ツ施設は少ないが，樹林地が
多いためこの定期的な枝の
伐採などがあり，１案と同様
に維持管理費が高くなると
考えられる。 
また，駐車場についても１
案と同様に，維持管理費が高
くなると考えられる。 

１案よりもスポーツ施設
が少なく，樹林地も密度が濃
いものは少ないことから，最
も維持管理費が少なくなる
と考えられる。 
駐車場についても集中配
置することにより，効率的な
維持管理が可能と考えられ
る。 

維持管理費 

△ △ ○ 

凡例 ○：他の案に比べて経済性が優れている 
△：他の案に比べて経済性が劣っている 

 

（２）社会面の比較 

計画地の整備に係る上位の方針として，伏見区基本計画では，「健康づくりを楽しめる場の

形成」，「区民の憩いやふれあいの場の整備」，京都市市民スポーツ振興計画では，「レクリエー

ションゾーンの整備」が挙げられ，第１次土地利用基本計画では，「スポーツ拠点施設を中心

とした公園や緑の拠点として，うるおいのある生活空間や身近なレクリエーションの場を備え

たレクリエーションゾーン」などが挙げられている。また，計画地への導入機能に関する市民

の要望などから，グラウンドゴルフなどのニュースポーツ施設のニーズが高いと考えられる。

これらの目的の適合性，達成性の観点から各案を比較する。比較の結果を表６－２に示す。 

 

表６－２ 社会面の比較 

指  標 案１ 案２ 案３ 

区域の殆どがスポーツ系
の施設に占められるため，ゆ
っくり憩える芝生広場や樹
林地の割合が最も少なくな
っている。 
スポーツ系の利用につい
ては，各種大会の利用等に最
も柔軟に対応できると考え
られる。 

樹林地などを多く確保し
ているため，相対的にスポー
ツ系の施設が少なくなって
いる。このため，静かな公園
としての空間が形成される
が，スポーツなどの大会を開
催するなどの利用について
は，最も評価が低い案になる
と考えられる。 

芝生広場や緑地，散策路な
どと，スポーツ施設をバラン
スよく配置しており，通常時
は散策や憩い，グラウンドゴ
ルフなどの穏やかなスポー
ツを中心とした利用が可能
であるが，大規模なグラウン
ドゴルフ大会なども芝生広
場や多目的広場を利用して
可能であり，多様な利用に最
もフレキシブルに対応が可
能な案と考えられる。 

目的の適合性，
達成性 

スポーツ系の視点  ：◎ 
憩いの視点     ：△ 
多様なニーズへの対応：△ 

スポーツ系の視点  ：△ 
憩いの視点     ：◎ 
多様なニーズへの対応：△ 

スポーツ系の視点  ：○ 
憩いの視点     ：○ 
多様なニーズへの対応：◎ 

凡例 ◎：他の案に比べて目的の適合性，達成性が優れている 
○：他の案と目的の適合性，達成性が同じまたはほとんど差がない 
△：他の案に比べて目的の適合性，達成性が劣っている 
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７ 総合評価 

環境面，経済面及び社会面の比較の結果から総合的に評価した結果を表７－１に示す。 

 

表７－１ 総合評価 

案１ 案２ 案３ 

環境面については，スポーツ施
設が主体となり，施設がＥ１地区
と隣接するため，グラウンドから
の砂埃の飛散や，歓声等による騒
音などが懸念される。また，利用
者数が３案の中で最も多く自動車
での来園も多くなることから，大
気汚染物質，騒音・振動，二酸化
炭素，交通混雑の発生などの影響
はやや大きめになると考えられ
る。 
 
経済面については，建設費，維
持管理費ともに３案の中で最も高
くなると考えられる。 
 
社会面については，区域の殆ど
がスポーツ系の施設に占められる
ため，スポーツ系の利用について
は，各種大会の利用等に最も柔軟
に対応できると考えられるが，憩
いの視点からは評価が低くなる案
である。 

環境面については，スポーツ施
設が少なくＥ１地区から離れてお
り，グラウンドからの砂埃の飛散
や，歓声等による騒音などの影響
は小さく，また，利用者数が３案
の中で最も少なく自動車での来園
も少なくなることから，大気汚染
物質，騒音・振動，二酸化炭素，
交通混雑の発生などの影響も小さ
くなると考えられる。 
さらに，緑地面積を大きく確保
し，樹林地も豊富で多様性が高い
ことから，変化のある景観が形成
されると考えられる。 
 
経済面については，建設費は３
案の中で最も安くなるが，維持管
理費は高くなると考えられる。 
 
社会面については，樹林地など
を多く確保しているため，静かな
公園としての空間が形成される
が，スポーツの視点からは評価が
低い案になると考えられる。 

環境面については，スポーツ施
設のうち，多目的グラウンドは３
案の中で最も小さく，Ｅ１地区か
ら離れており，グラウンドゴルフ
場は案２に比べてＥ１地区に近い
位置であるが，グラウンドからの
砂埃の飛散や，歓声等による騒音
などの影響は小さいと考えられ
る。また，利用者数が案１と案２
の中間であり，自動車での来園も
中間であることから，大気汚染物
質，騒音・振動，二酸化炭素，交
通混雑の発生などの影響は中程度
であると考えられる。 
緑地面積は，３案の中で最も大
きく，案２と比べると樹林地が少
なく若干単調となるが，変化のあ
る景観が形成されると考えられ
る。 
 
経済面については，建設費は３
案の中で中間であるが，維持管理
費は最も安くなると考えられる。
 
社会面については，芝生広場や
緑地，散策路などと，スポーツ施
設をバランスよく配置しており，
通常時は散策や憩い，グラウンド
ゴルフなどの穏やかなスポーツを
中心とした利用が可能であるが，
大規模なグラウンドゴルフ大会な
ども芝生広場や多目的広場を利用
して可能であり，多様な利用に最
もフレキシブルに対応が可能であ
り，多様なニーズへの対応の視点
から最も評価が高い案になると考
えられる。 
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８ 環境配慮の内容 

本計画に係る環境配慮の内容について，表８－１に示す。 

 

表８－１(1) 環境配慮の内容（工事） 

項目 環境配慮内容 

大気質， 
騒音， 
振動， 
地球温暖化 

・建設機械は排出ガス対策型，低騒音・低振
動型の建設機械の使用に努め，施工方法や
工程等を十分に検討して機械の集中稼働を
避け，効率的な稼働に努める。また，整備，
点検を徹底するとともにアイドリングスト
ップを徹底する。 
・工事用車両は，最新排出ガス規制適合車の
使用に努め，工程等の管理や配車の計画を
行うことにより車両の集中を避ける。また，
整備，点検を徹底するとともにアイドリン
グストップを徹底する。 

土壌 

・計画地は廃棄物の埋立処分地の跡地である
ことから，残土を搬出しないような造成計
画とし，また，廃棄物層の上に最終覆土（0.5
ｍ）を含めた盛土が1.0ｍ以下とならないよ
うな造成を行い，廃棄物層に触れないよう
にする。 
（図８－１） 
・汚染されることのない環境下にある土砂を
搬入することを原則とし，汚染の可能性の
ある土砂については，事前調査を行い確認
のうえ，搬入する。 

廃棄物 
・建設廃棄物が発生した場合には，できる限
り再資源化に努める。 

地域交通 
・交通混雑の緩和のために，工事用車両は特
定の時間帯に集中しないように工程等の管
理や配車の計画を行う。 

工事 

その他 
・環境負荷の少ない資材を採用するように努
める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８－１ 造成面模式図 
 

 

造成面

最終覆土0.5ｍ

中間覆土

廃棄物 

廃棄物 

0.5ｍ以上
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表８－１(2) 環境配慮の内容（存在） 

項目 環境配慮内容 
大気質 
（砂埃） 

・砂埃を低減するために，強風時や，多目的
グラウンド利用時には適宜散水を行う。 

悪臭 

・ガス抜管から発生する悪臭の影響を軽減す
るために，ガス抜管の地上部はフェンスや
照明塔を活用した一定高さ（３ｍ程度以上）
を確保したガス排出筒とする。 
（図８－２） 
・計画地から発生する悪臭については，定期
的にモニタリング調査を行い状況を把握し
て，必要に応じて適切な措置を講じる。 

緑地創出， 
触れ合い活
動の場 

・樹林地の整備や，各施設の周辺への植栽な
ど緑化を推進し，また適切な維持管理に努
める。 
・周辺の良好な自然環境と連携した生態系の
ネットワークの一部として機能しうるよう
な良好な環境を創出するため，郷土種を主
体とした樹木の植栽により，「緑の島」を形
成し桂川や周辺の緑地とを飛び石状に結ぶ
生態系ネットワークの形成を図る。 
・植栽する樹種は，クスノキ，センダン，エ
ノキ等の郷土種を中心とした樹種を用い，
生物多様性の観点から常緑広葉樹と落葉広
葉樹，高木と中～低木を適宜とりまぜた植
栽とし，鳥類の餌となる実の成る木等も植
栽することにより，多様な生物の生息環境
として機能するよう配慮する。 
・植栽にあたっては，四季折々の花や紅葉等
がみられるよう配慮する。 
・草本については，維持管理の手間が少ない
在来種の宿根草を中心とする。 
・病害虫に強く，地域の気象条件等に適した
種を選定する。 
・植栽により地面からの輻射熱を抑え，また
植物の蒸散作用による気温の低減効果によ
り市街地のヒートアイランド現象を少しで
も緩和するよう緑量の確保に努める。 
・緑豊かな公園として「緑・生態系のネット
ワーク」を形成し，市民への憩いの場を提
供するとともに，ヒートアイランド等の対
策となる桂川沿いの「風の道」の形成を図
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（フェンス兼用の例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（照明塔兼用の例） 
 

図８－２ ガス排出筒の例 

存在 

景観 ・西山連峰を望む位置にあることを活かし，
西山連峰の遠景と調和した景観を形成す
る。 
・駐車場や管理棟などは出来るだけ中高木等
によって視線を遮り，公園内に居るときに
は緑に包まれているような雰囲気を味わえ
るような空間とする。 
・周辺の耕作地や桂川沿いの緑地と一体感の
ある里山的な景観の形成を目指し，花の咲
く種や紅葉の美しい種等，四季折々の変化
を楽しめる景観の形成を目指す。 
・羽束師墨染線沿いに桜並木を形成し，地域
のシンボルとなるような景観を創出する。
・Ｅ１地区からの景観を保全するため，公園
とＥ１地区の間には緩衝帯として盛土帯を
設け，中高木植栽する。 
（図８－３） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８－３ Ｅ１地区との間の緩衝帯 

 

地区内側 

緩衝緑地 10m 

（計画地より１ｍ 

程度高く盛土） 

舗装

E1地区

境界
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表８－１(3) 環境配慮の内容（供用） 

項目 環境配慮内容 

騒音 

・Ｅ１地区への歓声等による影響を軽減する
ため，公園とＥ１地区の間には緩衝帯とし
て盛土帯を設け，中高木植栽する。 
（図８－３）。 

大気質， 
騒音， 
振動， 
地球温暖化 

・大気汚染物質の発生，騒音の発生，二酸化
炭素の発生などを軽減するために，駐車場
利用者には，アイドリングストップなどを
呼びかける。 

水質 

・排水は公共下水道に放流し，公共用水域へ
負荷をかけない。 
・計画地からの浸出水等については，定期的
にモニタリング調査を行い状況を把握し
て，必要に応じて適切な措置を講じる。 

廃棄物 

・ごみの散乱等を防止するために，公園利用
者にごみの持ち帰りを呼びかける。 
・施設から排出されるごみについては，京都
市の基準に基づくごみの分別を徹底し，ご
みの減量化にも努める。 

地球温暖化 
・雨水の再利用等の自然エネルギーの有効活
用や各種の省エネルギー設備の導入を検討
する。 

地域交通 

・緊急時への対応，奥海院寺納所線への負荷
の軽減及び利用者への利便性確保のため，
埋立跡地の拡張地東側の現道から伏見柳谷
高槻線に至るアクセスルートも確保する。
・公園内整備道路の中心部を車止め等により
車両通行禁止とし，公園利用者以外の通り
抜けを防止する。 
・交通混雑の緩和のために，大きなイベント
開催日を中心に公園利用者に公共交通の利
用を呼びかける。また，イベント主催者に
は駅等からのシャトルバスの運行等を依頼
する。 
・駅からの歩行者には，一般の歩行者の通行
や，周辺環境に配慮するように，歩行マナ
ーについての指導，呼びかけを行う。 

供用 

その他 
(環境学習) 

・計画地が最終処分地であったことを活かし
て，市民が廃棄物リサイクルその他環境問
題について学習し，環境意識の向上が図れ
る環境学習の場となるように，緑地帯の整
備や学習室の設置などについて検討してい
く。 
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環境局長の意見及びこれに対する総合企画局長の見解 

 

京都市計画段階環境影響評価（戦略的環境アセスメント）要綱に基づく，環境局長意見及びこ

れに対する総合企画局長の見解は以下に示すとおりである。 

 

項目 環境局長意見 総合企画局長の見解 

複数案の設定に
ついて 

計画特性及び地域特性を考慮して三種の複
数案が設定されており，概ね妥当なものと判
断する。 

 

環境要素等の抽
出について 

計画特性及び地域特性を考慮して，環境要
素と環境要因が整理されており，環境影響評
価を実施する環境要素を抽出した理由も明ら
かにされていることから，妥当であると判断
する。 

 

環境面の調査，予
測及び評価結果
について 

現状調査を踏まえ，複数案の各々について，
計画特性及び地域特性を考慮した予測及び評
価がされており，妥当であると判断する。 

 

(1) 京都市地球温暖化対策条例の趣旨を十
分に踏まえ，温室効果ガスの排出量の削減
の観点から次の事項に配慮し，その検討結
果を，環境配慮報告書に分かりやすく記載
すること。 
ア エネルギー効率の向上が図れる設備
や自然エネルギーの有効利用を図る設
備などの導入に努めること。 

左記の事項を検討し，「８ 環境配慮の
内容」（ｐ41～43）をまとめた。各項目に
対応する環境配慮の内容の該当箇所を以
下に示す。 
 
・雨水の再利用等の自然エネルギーの有
効活用や各種の省エネルギー設備の導
入を検討する。 
（ｐ43，供用－地球温暖化） 

イ 緑化の推進，維持管理に努めること。 ・樹林地の整備や，各施設周辺への植栽
など緑化を推進し，また適切な維持管
理に努める。 
（ｐ42，存在－緑地創出，触れ合い活動
の場） 

ウ 供用に際しては，施設から排出される
ごみの減量や分別を図ること。 

・京都市の基準に基づくごみの分別を徹
底し，ごみの減量化にも努める。 
（ｐ43，供用－廃棄物） 

(2) 建設工事の実施に当たっては，次の事項
について配慮すること。 
ア 環境負荷の少ない資材を採用するこ
と。 
 

 
 
・環境負荷の少ない資材を採用するよう
に努める。 
（ｐ41，工事－その他） 

イ 建設廃棄物が発生した場合には，リサ
イクル等適正な処理を行うこと。 

・建設廃棄物が発生した場合には，でき
る限り再資源化に努める。 
（ｐ41，工事－廃棄物） 

(3) 計画地が，廃棄物の埋立処分地跡地であ
ることから，計画地からの浸出水や発生す
る悪臭等については，十分に状況を把握
し，必要に応じて適切な措置を講じるこ
と。 

・計画地からの浸出水や発生する悪臭等
については，定期的にモニタリング調
査を行い状況を把握し，必要に応じて
適切な措置を講じる。 
（ｐ42，存在－悪臭，ｐ43，供用－水質）

(4) 造成工事に伴い搬入する土壌について
は，事前に汚染されていない土壌であるこ
とを確認しておくこと。また，その旨を環
境配慮報告書に記載すること。 

・汚染されることのない環境下にある土
砂を搬入することを原則とし，汚染の
可能性のある土砂については，事前調
査を行い確認のうえ，搬入する。 
（ｐ41，工事－土壌） 

環境配慮内容に
ついて 

(5) 計画方針において，公園のテーマ・性格
の一つとして「環境復元に取り組む環境共
生の拠点」を掲げていることからも，市民
が分かりやすく環境意識の向上が図れる
環境学習の場となるように，設備等の整備
に努めること。 

・計画地が最終処分地であったことを活
かして，市民が廃棄物リサイクルその
他環境問題について学習し，環境意識
の向上が図れる環境学習の場となるよ
うに，緑地帯の整備や学習室の設置な
どについて検討していく。 
（ｐ43，供用－その他（環境学習）） 
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他の制度による構想段階での検討
配慮書手続とパブリック・インボルブメント

【パブリック・インボルブメントとは】

○ パブリック・インボルブメント（ＰＩ）とは、公共事業の構想・計画段階において、
計画策定者が、住⺠に対して⼗分な情報公開をするとともに、意⾒交換の場を提供し、
広く住⺠の意⾒やニーズを事業計画に反映する⼿法。

○ 評価は、社会的側面（事業の必要性等）、経済的側面（経費等）及び環境側面等の総
合的⾒地から実施される。

○ 国⼟交通省は、「公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン」にお
いて、ＰＩは「戦略的環境アセスメントを含むもの」としている。

【配慮書⼿続とＰＩ】

概要
⼿続 配慮書⼿続 ＰＩ

環境影響評価法 河川事業：河川法法律上の位置付け
（第１条） （第16条の２第４項）
環境影響が著しいものとなるおそ 河川整備計画の案を定める場合に

れがある事業について、環境の保全 おいて、必要があるときは関係住⺠
等について適正な配慮がなされるこ の意⾒を反映させるために必要な措
とを確保 置を講じなければならない。

道路・港湾・空港事業：無し
（ガイドライン）

⼿続実施者 事業者（⺠間事業含む。） 原則、国

上位 基本計画等
実施の段階 構想 位置・規模等検討段階 概ねの位置等

詳細 （事業アセス） 詳細計画（個別事業計画）

評価項目 環境の保全 社会面・経済面・環境面等

評価項目ごとに比較検討 評価項目ごとに比較検討複数案の検討 （評価項目は主務省令で規定） （評価項目は事業ごとに設定）
努⼒義務 双⽅向のコミュニケーション住⺠等の意⾒
（環境保全上の⾒地からの意⾒書） （情報提供・意⾒把握・意⾒交換）
環境省が必要に応じ学識経験 必要に応じ⼿続実施者が設置

委員会等 者の意⾒を聴取
（＋自治体の専門委員会の関与）
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パブリック・インボルブメント事例（⼤和北道路（奈良県））

H14.9 パブリックインボルブメント実施の公表

有識者委員会の設置 … 委員６名
委員⻑ 交通

↓ ・複数案の設定 委員 工学 ２名、景観 １名
（17回） ・意⾒聴取 文化財 １名、法学 １名

↓ 等

H15.10 有識者委員会提⾔

【複数案の概要】
○ ４ルート案及び整備しない案（既存国道の改良）の５案
○ うち２ルートについて地下区間の相違等で細分化し、最終的に10案

【住⺠意⾒聴取等の内容】
○ シンポジウム(H15.2) 354名
○ キャンペーン(H15.3) 3回、158名参加、のべ29名から意⾒
○ アンケート(H15.3〜4) 5,400枚配布、4,070枚回収
○ 有識者ヒアリング(H15.3〜8) 9分野15名
○ 公聴会(H15.5) 14名
○ インタビュー(H15.5〜6) 2回、⾃治会・PTA等計22名から意⾒

【評価指標】（網掛け部 環境に関する指標）
評価の視点 具体的指標

課 交通量転換効果 ⼤和北道路の利⽤交通量
題 道路混雑改善効果 国道24号の交通量変化
改 環境改善効果 騒音の沿道基準達成状況、CO2・NOxの削減
善 安全性向上効果 事故削減
利 ネットワーク機能効果 バイパス性、アクセス性
便 所要時間信頼性効果 所要時間短縮と定時性
性 交通連結信頼性効果 代替経路（信頼性）（迂回距離、迂回時間）

その他 危険物輸送⾞両の通⾏可否
配 世界遺産、埋蔵文化財等 世界遺産の意義・価値への配慮、地下水への影響
慮 古都奈良の歴史的景観 主要な眺望点からの景観
事 沿道環境の保全 沿道環境の保全（住居系⽤途地域の通過延⻑）
項 建設費・費⽤便益⽐ 建設費、費⽤便益⽐

その他 ⽤地⾯積、IC周辺の⼟地利⽤状況、移転建築物数
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法と条例の関係

規定できること
① 法アセスが⾏われる事業以外の事業に対する環境影響評価⼿続
② 法アセスの⼿続において、⾃治体が⾏う⼿続等（環境影響評価⼿続の進⾏を遅ら
せるもの及び事業者に新たに義務を負わせるものを除く。）
（事業アセスでの例）
知事意⾒作成に際しての専門委員会への意⾒聴取、公聴会の開催（事業者の出席はなし。）、
⽅法書住⺠意⾒への事業者⾒解書（知事が求めることができる規定であり、事業者の義務ではない。）、
事後調査⼿続（環境影響評価終了後の⼿続であり、進⾏を遅延させるものではない。）

法第⼆種事業に対する条例SEAの義務付け
○ 法第二種事業は、法配慮書⼿続を実施することができる（＝しないことも可能）。
○ 法第二種事業であって法配慮書⼿続を実施しないものに、条例SEA⼿続を課す
ことは可能。（環境省環境影響評価課⻑通知）

○ 法第⼀種事業及び法配慮書⼿続を⾏う法第二種事業については、条例による⼿
続の上乗せはできない。

（法 第61条（条例との関係）抜粋）
■ この法律の規定は、地⽅公共団体が次に掲げる事項に関し条例で必要な規定を定めることを妨げる
ものではない。
⼀ 第⼆種事業及び対象事業以外の事業に係る環境影響評価その他の⼿続に関する事項
二 第二種事業又は対象事業に係る環境影響評価についての当該地方公共団体における手続に関す
る事項（この法律の規定に反しないものに限る。）

（法第⼆種事業に対する条例SEA手続に係る国の整理について）
環境影響評価法の⼀部を改正する法律により新設された⼿続に関する条例における取扱に
ついて（通知）（平成23年９⽉７⽇環政評発第110901001号）
■ 改正法第３条の10第１項の規定は、第二種事業を実施しようとする者が必要と判断した場合には、
配慮書⼿続を実施することを可能とするよう規定したものであり、全国的な観点から必要な制度を定
めたものであって、規制の限度を定めるものではない。したがって、改正法に基づく配慮書手続を⾏
わないこととした第２種事業を実施しようとする者に対し、地方公共団体がその自然的、社会的条件
から判断して必要と認める場合に、条例に基づき配慮書手続を課すことは、法第61条第２号に抵触す
ることにはならない。
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